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　当社は、「民間にできることは民間に委ねる」との政府の方針を受けて、2004年６月２日に成立した高速道路株式会
社法及び日本道路公団等民営化関係法施行法に基づき、それまでの首都高速道路公団（1959年設立）に代わる新しい組
織として、2005年10月１日に設立されました。首都高速道路公団と同様に、首都高の新設、改築、維持、修繕その他の管
理を効率的に行うこと等により、道路交通の円滑化を図り、国民経済の健全な発展と国民生活の向上に寄与することを
事業目的に据えています。また、民営化に伴い高速道路事業に支障のない範囲内で、他の様々な事業を行うことができ
るようになりました。

首都高速道路株式会社
Metropolitan Expressway Company Limited
代表取締役社長　青木 由行
東京都千代田区霞が関1-4-1
2005年10月1日   
135億円
1,156人（2026年3月31日現在）

社 名

代 表 者
所 在 地
設 立
資 本 金
社 員 数

〈 株主 〉　財務大臣、東京都、神奈川県、
　　　　  埼玉県、横浜市、川崎市、千葉県

株主 49.99%
26.72%

8.28%

0.80%

財務大臣

東京都

神奈川県

千葉県
3.82%
川崎市

4.45%
横浜市

5.90%
埼玉県

当社の株主構成

グループ概要

経営企画部

CS・サステナビリティ推進部

保全・交通部

営業企画部

計画・環境部

更新・建設部

技術部

事業開発部

海外・社会インフラ事業部

総務・人事部

財務部

監査室

［ 組織体制（2026年7月現在） ］

高速道路事業 関連事業

駐車場事業、PA事業等

技術コンサルティング事業等

保険代理店事業等

労働者派遣事業等

首都高速道路サービス株式会社

Shutoko International (Thailand) Company Limited
首都高デジタル＆デザイン株式会社

首都高保険サポート株式会社

首都高パートナーズ株式会社

料金収受　首都高の料金収受業務

交通管理　首都高の交通巡回業務、
　　　　　　　 管制業務、取締業務等

首都高トールサービス西東京株式会社

首都高パトロール株式会社

首都高トールサービス東東京株式会社

首都高カー・サポート株式会社

首都高トールサービス神奈川株式会社

維持修繕　首都高の構造物等点検業務、
　　　　　　　 緊急補修業務、設備の監視業務等

用地管理等　首都高の用地業務、
　　　　　　　 　 工事広報業務等

首都高技術株式会社

首都高アソシエイト株式会社

首都高メンテナンス神奈川株式会社

首都高メンテナンス西東京株式会社

首都高電気メンテナンス株式会社

首都高メンテナンス東東京株式会社

首都高ＥＴＣメンテナンス株式会社
首都高施設メンテナンス株式会社

［ 首都高グループ会社 ］

株主総会

取締役会

会長

社長

経営会議

監査役会

監査役

監査役室

首都高ファシリティマネジメント株式会社
首都高リテイル株式会社

東京西局

東京東局

神奈川局

更新・建設局
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高速道路事業
当社の主な事業

　お客さまに安全・安心に首都高をご利用いただくため、
点検、補修・補強、清掃、緊急応急対応、積雪・凍結対策を
行っています。

　進行する構造物の高齢化に対応するため、道路構造物
の造り替え等の更新事業や修繕事業を進めています。

首都高の更新事業

　新規路線の整備や既存路線の改築を行うことでネット
ワークの強化を図り、渋滞緩和、移動時間の短縮や物流の
効率化等に取り組んでいます。

　高架下等を活用した駐車場や首都高上のPAの運営・
管理を行っています。

首都高の新設・改築

駐車場やPAの運営・管理

　限られた道路空間の中で、お客さまにより快適にご利用
いただくため、ETCを活用しながら効率的な料金収受を
行っています。

首都高の料金収受

　高速道路事業において培った技術・ノウハウを活用し、
コンサルティング事業として国内外で展開しています。

技術コンサルティング

関連事業

首都高の維持管理
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高速道路の建設・管理・料金徴収

阪神高速道路（株）

本州四国連絡高速道路（株）

高速道路株式会社 6社
高速道路の保有・債務返済

高速道路機構

民営化後

民営化前

独立行政法人
日本高速道路保有・
債務返済機構

首都高速道路（株）

東日本高速道路（株）

中日本高速道路（株）

西日本高速道路（株）

日本道路公団

阪神高速道路公団

本州四国連絡橋公団

首都高速道路公団

　2005年10月1日に首都高速道路公団、日本道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連絡橋公団が解散し、高速
道路の建設及び管理を行う高速道路株式会社６社と高速道路資産の保有と債務の返済を行う高速道路機構が設立さ
れました。

高速道路会社の民営化

認可認可

申請申請

許可許可

申請申請

債務の返済債務の返済

資
金
の
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入

資
金
の
借
入

地方公共団体

高速道路
事業許可

業務実施
計画

資産・債務の引渡し

道路資産の貸付け

通行料金
（料金収入）

貸付料の支払い

首都高速道路（株） 高速道路機構

お客さま

道路管理者の同意

あらかじめ

議会の議決

高速道路の保有

債務返済

建設

運営管理

投資家・金融機関
債務残高は
P87参照

協定

国土交通大臣

［ 高速道路事業の運営スキーム ］
　当社は、高速道路機構と締結する「協定」に基づき、高速道路の建設及び管理等を行います。
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決算

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
営業収益 3,852 3,506 3,402 3,912 3,572
営業費用 3,796 3,512 3,358 3,890 3,571
道路資産賃借料 1,665 1,839 1,841 1,889 1,832
高速道路等事業管理費及び売上原価 2,014 1,554 1,400 1,880 1,622
販売費及び一般管理費 115 118 116 120 116

営業利益 56 △5 43 22 0
営業外収益 4 3 3 4 7
営業外費用 1 0 0 1 1
経常利益 60 △2 46 25 6
特別利益 — 3 — — —
特別損失 1 2 1 0　 0
親会社株主に帰属する当期純利益 45 △4 30 13 △14

株主資本 692 687 718 732 717
非支配株主持分 5 16 15 14 14
純資産合計 656 674 723 801 821

負債・純資産合計 3,837 3,710 4,733 4,151 4,268

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
流動資産 3,142 3,031 4,080 3,472 3,590
現金及び預金 185 199 221 219 203
高速道路事業営業未収入金 452 280 768 326 330
棚卸資産 1,372 1,563 2,068 1,874 1,945
受託業務前払金 4 6 8 9 6
その他流動資産 1,126 980 1,012 1,041 1,103

固定資産 695 678 653 679 677
有形固定資産 637 610 585 585 569
無形固定資産 22 20 21 25 30
その他固定資産 35 48 45 69 77

資産合計 3,837 3,710 4,733 4,151 4,268

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
流動負債 714 590 759 622 583
高速道路事業営業未払金 416 294 474 323 309
1年以内返済予定長期借入金 42 69 68 50 50
受託業務契約負債 19 10 16 14 13
その他流動負債 235 216 200 234 211

固定負債 2,466 2,445 3,250 2,727 2,862
社債 1,310 1,230 1,880 1,500 1,450
長期借入金 853 922 1,097 977 1,187
その他固定負債 303 292 273 250 225

負債合計 3,181 3,035 4,009 3,349 3,446

連結損益計算書

連結貸借対照表

（単位：億円）

（単位：億円）




